
白川町の財政状況

74%

26%

H30 収入内訳

依存財源 自主財源

◎自主財源は約３割、依存財源は約７割と依存財源の割
合が大きい。

◎歳入ピークH22（74.8億円）
→H30（61.8億円）17％減少

現 状

【歳入】町の収入

人口減少による、町民税等の減少や地方交付税の減少が
予想され、１０％程度の減収を見込んでいる。

今後の見通し
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依存財源（地方交付税、国・県補助金等） 自主財源（町民税、固定資産税、分担金及び負担金、寄付金等）

歳入総額の推移



白川町の財政状況

◎義務的経費（人件費・扶助費・公債費）は横ばいの状
況で抑制が難しい。

◎歳出ピークH22（71.7億円）
→H30（58.4億円）18％減少

現 状

【歳出】町の支出

◎義務的経費は横ばいで推移する見込み。
◎庁舎整備、学校建設、高齢者住宅建設など大型事業が
控えている。

今後の見通し
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義務的経費（人件費・扶助費・公債費） 投資的経費（普通建設事業・災害復旧事業） その他（物件費・補助費等・繰出金）
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白川町の財政状況

◎H27から積立を開始した庁舎整備基金
などで増加しており、H31がピーク。
令和元年度末残高 30憶4,450万円

現 状

【基金】町の貯金
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財政調整基金 庁舎整備基金 教育施設整備基金 その他特定目的基金

億円

財政調整基金 町財政の財源を調整するための基金

庁舎整備基金

教育施設整備基金

役場庁舎及び各支所の施設整備費に充てるための基金

教育施設の整備費に充てるための基金

その他特定目的基金 産業振興基金、森林環境基金、地域振興基金、地域福祉基金など



白川町の財政状況

◎残高ピークH17（106.1億円）
→H30（82.4億円）22％減少

◎簡易水道の更新事業がH27からスタート、その他
公共施設の長寿命化も始まる。

現 状

【町債】町の借金
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億円 町債残高の推移

一般会計 臨時財政対策債 簡易水道事業債

◎庁舎整備や学校建設で一時的に借入は増えるが、その他は償
還額以下の借入を見込む。

◎町債残高は借入が続くことから横ばいで推移
（過疎債を想定）

今後の見通し



白川町の財政状況
【財政指標】

数値が高いほど、
自主財源（税収）が
多いことを示しま
す。
本町の財政力指数

は、横ばいで推移し
ていますが、県平均
と比較し自主財源に
乏しいことがうかが
えます。今後は、自
主財源の確保が課題
となります。

数値が低いほど、
（75～80％以下が望
ましい）自由に使う
ことができるお金
が多く、財政に弾力
性があるということ
を示します。本町
は、県平均より低い
状況ですが、今後も
事業の優先度を見極
め、経常的な経費を
削減していくことが
重要です。

数値が高いほど、支
出のうち借金の返済に
充てている割合が大き
いということを示しま
す。基準値を超えてし
まうと新たな借金をす
る際に、許可や制限が
かかる場合がありま
す。
本町の数値は、減少

傾向にありますが、今
後も、道路整備や学校
施設の改修等による借
金は続くことが見込ま
れています。

数値が高いほど、借
金の総額が町の将来財
政に大きな影響を与え
るということを示しま
す。
本町では、基金の増

加により平成29年度で
は「なし」になってい
ます。今後は基金の使
用や、庁舎建設、学校
建設などもあり一時的
に将来負担比率が上昇
します。



白川町の財政状況

【歳入】
◎人口減少により、町税の大幅な増収は困難
◎地方交付税、譲与税、国県支出金や町債と
いった財源に頼らざるを得ない。

◎国の財政状況についても新型コロナウイルス
の影響などから、厳しく不安定な財政運営
が予想される。

【歳出】
◎庁舎関係施設、小中学校施設や町営住宅な
ど、建設時から相当な期間が経過している
施設の建て替えや大規模改修、道路及び簡
易水道といったインフラ整備などの大型公
共投資事業が控えている。

想定される財政状況

【今後の財政運営】
人口減少や少子高齢化といった課題を直視し過ぎて、画一的に削減

をしていくのではなく、むしろそういった中で最大の効果を発揮する
施策を講じ、町民生活の向上に繋がる財政運営を目指します。

今後の運営方法

目標とする財政指標 令和10年目標値 目標達成の具体的な施策

経常収支比率 80.0%

〇物件費（需用費、役務費、備品購入費、委託
費など）と補助費（報償費、負担金、補助金
など）の抑制

〇物件費に対する国県支出金の活用

実質公債費率 11％以内

〇町税や交付税の減収を考慮した、適正な起債
運営

〇過疎債、辺地債など後年度交付税算入がある
起債の活用

将来負担比率 0.1倍以内

〇地方債残高には、消防署の建替えやごみ処理
施設の改修のための地方債もカウントされる
ので、こうした動きに注意する。

〇庁舎整備や学校建設に伴い一時的に上昇する
が、償還額以下に借入額を抑制し、有利な起
債のみを借り入れる。


